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議案第２２号  

   尼崎市財政運営基本条例について  

 尼崎市財政運営基本条例を次のように制定する。  

  令和５年２月２２日提出  

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市財政運営基本条例  

市においては、高度経済成長期に産業都市としてまちが大きく発展し、

人口も増加する中で、右肩上がりの豊かな市税収入やモーターボート競

走事業等からの多額の収益事業収入に支えられ、多くの公共施設の整備

や市民サービスの充実を図ってきた。 

しかしながら、平成年代初期のバブル経済の崩壊を境に、景気の長期

低迷の影響からそれまで好調であった市税収入の伸び悩みや市独自の施

策を下支えしてきた収益事業収入の大幅な減少に見舞われ、また、厳し

い社会経済情勢下において社会保障関係費が増加傾向となったことに加

え、阪神・淡路大震災からの復旧及び復興のための多額の財政需要が生

じたなど、様々な社会経済情勢の変化の影響を大きく受けた。 

こうした市財政の悪化に加えて、市は、既に着手していた大規模開発

事業の実施を継続したことや尼崎市土地開発公社によって事業用地を先

行取得したことなどにより多額の負債を抱えることとなり、利子を含め

た多額の公債費を負担する必要が生じたため、硬直化した厳しい財政状

況が続くこととなった。 

このような背景のもと、市において数度にわたり取り組んだ行財政改

革により、様々な施策の廃止、縮小又は転換が余儀なくされ、市民生活

にも多大な影響を及ぼすこととなったが、その結果、市の負債は減少傾

向となり、財政状況の改善が図られつつあるなど、市の行財政改革は、

着実に成果をあげてきた。 

しかし、今後も市では、社会保障の安定的な維持や公共施設の適正管

理といった財政運営上の課題に対応していかなければならないことから、

引き続き将来負担の縮減と必要な投資的事業の実施を両立させていく必

要があるとともに、市民ニーズの多様化が進む中で時代に対応した施策
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を実施していかなければならないことから、常に行財政改革の視点を持

ち、規律ある財政運営を行っていくことで、将来にわたって財政運営の

あるべき姿を実現していくことが必要である。 

そこで、市が今後も引き続き魅力あるまちづくりに取り組んでいく中

で、これまでに経験した財政的な危機を将来にわたって二度と招かない

ため、将来の世代に過度の負担を強いることがないように留意して施策

を企画立案するなど過去の教訓を十分に活かした取組を行うことで、健

全で持続可能な財政運営の確保を図り、もって、市民の福祉の増進を図

るため、この条例を制定する。 

（この条例の目的）  

第１条 この条例は、市の財政運営に関し、基本理念を定め、市長の責

務を明らかにするとともに、市の財政運営に関する基本的な事項を定

めることにより、健全で持続可能な財政運営の確保を図ることを目的

とする。  

（基本理念）  

第２条 市長は、財政運営に当たっては、市の財政が市民の信託及び負

担に基づくものであることに鑑み、法令等を遵守しなければならない

ことはもとより、予見し難い社会経済情勢の変化の際に可能な限り市

民生活の安定を確保することができるよう措置することも含めて、市

の財政収支の見通しを踏まえた中長期的な視点に立って計画的に行わ

なければならない。  

２ 市長は、財政運営の透明性の向上を図るため、財政に関する情報を

市民に分かりやすく説明しなければならない。  

（収入及び支出の均衡の維持）  

第３条 市長は、毎年度、収入及び支出の均衡を図るため、規律ある財

政運営を行わなければならない。  

（新規施策の実施の際の措置）  

第４条 市長は、新たな施策を実施するに当たっては、収入を確保し、

又は既存の施策の廃止、縮小、転換等により支出の見直しを行わなけ

ればならない。  
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（将来負担への配慮）  

第５条 市長は、市債の発行、債務負担行為の設定、損失補償債務の負

担等を要する事業その他将来の市の債務の負担に影響を及ぼす事業を

実施するに当たっては、現在及び将来の市民の負担の公平性に十分配

慮するとともに、事業の必要性の精査、事業量の調整等を行うなど、

市債の償還等に係る市の債務の負担が将来における健全な財政運営を

損なわせることがないよう十分に留意しなければならない。  

（財政運営方針の策定等）  

第６条 市長は、次の各号に掲げる事項を定めた財政運営方針を策定し、

これに従った財政運営を行わなければならない。 

   将来負担その他財政運営に関する数値目標及びこれを実現するた

めの財政規律  

   対象期間内における収支の見通し  

   収入の性質に応じた使途並びに基金の積立及び活用の方法  

   不測の事態の発生によって健全な財政運営に支障を及ぼす場合の

対応策  

  その他市長が必要と認める事項  

２ 市長は、前項の規定により財政運営方針を策定したときは、これを

公表しなければならない。  

（財政状況の公表）  

第７条 市長は、別に定めがある場合を除き、次項から第５項までの規

定に定めるところにより、市の財政に関する事項を市民に公表しなけ

ればならない。  

２ 前項の規定による公表（以下「財政状況の公表」という。）は、毎

年２月及び１０月に行うものとする。  

３ 市長は、天災その他避けることができない事故により前項に規定す

る月内に財政状況の公表を行うことができないときは、同項の規定に

かかわらず、当該事故がやんだときから１月以内に財政状況の公表を

行わなければならない。  

４ 財政状況の公表は、次に掲げる区分に応じ、当該号に定める事項に
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ついて行うものとする。  

   毎年２月に行うべきもの アからウまでに掲げる事項  

  ア その前年の４月１日（以下この号において「対象期間初日」と

いう。）から同年の９月３０日（以下この号において「対象期間

末日」という。）までの期間における対象期間初日の属する年度

の歳入歳出予算の執行状況  

  イ 対象期間末日における財産、市債及び一時借入金の現在高  

  ウ その他市長が必要と認める事項  

   毎年１０月に行うべきもの アからオまでに掲げる事項  

  ア その前年の１０月１日（以下この号において「対象期間初日」

という。）から同年の翌年の５月３１日（以下この号において

「対象期間末日」という。）までの期間における対象期間初日の

属する年度（以下この号において「対象年度」という。）の歳入

歳出予算の執行状況  

  イ 対象年度の末日における財産及び一時借入金の現在高  

  ウ 対象期間末日における市債の現在高  

  エ 市民の負担の状況及び対象年度の収支の状況  

  オ その他市長が必要と認める事項  

５ 財政状況の公表は、市報あまがさきへの掲載及びインターネットを

利用する方法により行うものとする。  

（委任）  

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な

事項は、市長が定める。  

付 則  

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（財政状況の公表に関する条例の廃止）  

２ 財政状況の公表に関する条例（昭和３９年尼崎市条例第３０号）は、

廃止する。  

（経過措置）  
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３ この条例の施行の際現に策定されている財政運営方針は、第６条第

１項の規定により策定された財政運営方針とみなす。  

 

 

 

（説 明）  

  健全で持続可能な財政運営の確保を図り、もって、市民の福祉の増

進を図るため、条例制定が必要であることから、本案を提出する。  
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議案第２３号 

尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する重要な資産の 

取得及び処分等を定める条例の一部を改正する条例について 

尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する重要な資産の取得及び

処分等を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する重要な資産の 

取得及び処分等を定める条例の一部を改正する条例 

尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する重要な資産の取得及び

処分等を定める条例（昭和４２年尼崎市条例第２号）の一部を次のよう

に改正する。 

第５条第５項中「に掲載する」を「への掲載及びインターネットを利

用する」に改める。 

付 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 

 

 

（説 明） 

公営企業の業務の状況を説明する書類の公表方法を変更するため、

条例改正が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第２４号 

   尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会条例の一部を改正する条例に   

ついて 

 尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

  令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会条例の一部を改正する条例   

 尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会条例（平成３１年尼崎市条例第７号）

の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   尼崎市ＰＦＩ等事業者選定委員会条例 

 第１条を次のように改める。 

（設置） 

第１条 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法

律（平成１１年法律第１１７号）第２条第４項に規定する選定事業そ

の他市の施設等の設計、建設、管理運営等に関する事業で民間の資金、

経営能力又は技術的能力を活用することにより効率的かつ効果的に実

施されるもの（市長、尼崎市教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）又は尼崎市公営企業管理者（以下「管理者」という。）が別に

定めるものに限る。以下「選定事業等」という。）に係る契約の相手

方となるべき事業者（以下「ＰＦＩ等事業者」という。）の選定に関

する事項を調査審議させるため、市長、教育委員会又は管理者の付属

機関として、ＰＦＩ等事業者の選定ごとに尼崎市ＰＦＩ等事業者選定

委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 第２条の見出しを「（組織等）」に改め、同条第２項中「委員は」の

次に「、選定事業等の内容に応じて」を、「その他市長」の次に「、教

育委員会又は管理者」を加え、「から市長が」を「から、市長、教育委

員会若しくは管理者が、又は市長が教育委員会若しくは管理者の意見を

聴いて」に改め、同項後段を削り、同条第３項中「ＰＦＩ事業者」を
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「ＰＦＩ等事業者」に改める。 

 付則第３項中「市長」の次に「、教育委員会又は管理者」を加える。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（尼崎市モーターボート競走場施設改修工事請負等事業者選定委員会条

例及び尼崎市一般廃棄物処理施設整備運営事業者等選定委員会条例の廃

止) 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

   尼崎市モーターボート競走場施設改修工事請負等事業者選定委員

会条例（平成３０年尼崎市条例第４１号） 

   尼崎市一般廃棄物処理施設整備運営事業者等選定委員会条例（令

和３年尼崎市条例第１１号） 

（尼崎市モーターボート競走場施設改修工事請負等事業者選定委員会に

関する経過措置） 

３ この条例の施行の際現に前項（第１号に係る部分に限る。）の規定

による廃止前の尼崎市モーターボート競走場施設改修工事請負等事業

者選定委員会条例（以下この項から付則第５項までにおいて「廃止前

の条例」という。）第１条の規定により置かれている尼崎市モーター

ボート競走場施設改修工事請負等事業者選定委員会（次項及び付則第

５項において「廃止前委員会」という。）は、この条例による改正後

の尼崎市ＰＦＩ等事業者選定委員会条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第１条の規定により廃止前の条例第１条に規定する事項を調査

審議させるために置かれた尼崎市ＰＦＩ等事業者選定委員会（次項及

び付則第５項において「対象委員会」という。）とみなして、改正後

の条例の規定を適用する。 

４ この条例の施行の際現に廃止前の条例第２条第２項の規定により委

嘱された廃止前委員会の委員である者は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）に改正後の条例第２条第２項の規定により対象

委員会の委員として委嘱されたものとみなして、改正後の条例の規定
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を適用する。 

５ この条例の施行の際現に廃止前の条例第３条第１項の規定により定

められた廃止前委員会の委員長である者は、施行日に尼崎市ＰＦＩ等

事業者選定委員会条例第３条第１項の規定により対象委員会の委員長

として定められたものとみなして、改正後の条例の規定を適用する。 

（尼崎市一般廃棄物処理施設整備運営事業者等選定委員会に関する経過

措置） 

６ この条例の施行の際現に付則第２項（第２号に係る部分に限る。）

の規定による廃止前の尼崎市一般廃棄物処理施設整備運営事業者等選

定委員会条例（以下「廃止前の条例」という。）第１条の規定により

置かれている尼崎市一般廃棄物処理施設整備運営事業者等選定委員会

（以下「廃止前委員会」という。）は、改正後の条例第１条の規定に

より廃止前の条例第１条に規定する事項を調査審議させるために置か

れた尼崎市ＰＦＩ等事業者選定委員会（以下「対象委員会」という。）

とみなして、改正後の条例の規定を適用する。 

７ この条例の施行の際現に廃止前の条例第２条第２項の規定により委

嘱された廃止前委員会の委員である者は、施行日に改正後の条例第２

条第２項の規定により対象委員会の委員として委嘱されたものとみな

して、改正後の条例の規定を適用する。 

８ この条例の施行の際現に廃止前の条例第３条第１項の規定により定

められた廃止前委員会の委員長である者は、施行日に尼崎市ＰＦＩ等

事業者選定委員会条例第３条第１項の規定により対象委員会の委員長

として定められたものとみなして、改正後の条例の規定を適用する。 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会の調査審議事項を追加するため、条

例改正が必要であることから、本案を提出する。  
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議案第２５号 

   尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例 

 尼崎市職員定数条例（昭和２４年尼崎市条例第３８号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条第１項第１号中「２，０２０人」を「２，０１８人」に改め、

同項第３号中「２６７人」を「２６０人」に改め、同項第４号中「２１

４人」を「２１３人」に改める。 

   付 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  事務事業の整備等による職員定数の減員を行うため、条例改正が必

要であることから、本案を提出する。  
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議案第２６号 

尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例 

尼崎市事務分掌条例（昭和４２年尼崎市条例第１６号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１条危機管理安全局の項第３号中「交通安全対策」の次に「その他

の生活安全」を加える。 

第１条総務局の項中第７号を削り、第８号を第７号とする。 

第１条健康福祉局の項を次のように改める。 

 福祉局  

    社会福祉に関する事項  

    介護保険に関する事項  

 第１条こども青少年局の項の前に次の１項を加える。 

 保健局 

    保健衛生に関する事項 

    社会保険等に関する事項 

   付 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  行政需要に即応する体制の確立を図るため、条例改正が必要である

ことから、本案を提出する。 
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議案第２７号  

尼崎市土地開発公社の解散に伴う関係条例の整備に関する条  

例について  

 尼崎市土地開発公社の解散に伴う関係条例の整備に関する条例を次の

ように制定する。  

  令和５年２月２２日提出  

尼崎市長 松  本    眞  

   尼崎市土地開発公社の解散に伴う関係条例の整備に関する条  

   例  

（尼崎市情報公開条例の一部改正）  

第１条 尼崎市情報公開条例（平成１６年尼崎市条例第４７号）の一部

を次のように改正する。  

第２条第１号中「及び尼崎市土地開発公社（以下「土地開発公社」

という。）」を削り、同条第２号中「あっては当該」を「あっては、

その」に改め、「、土地開発公社にあってはその役員及び職員を」を

削る。 

  第７条第２号ウ中「及び土地開発公社」を削り、同条第３号中「、

地方独立行政法人及び土地開発公社」を「及び地方独立行政法人」に

改め、同条第５号中「及び土地開発公社」を削る。 

  第１５条第１項中「、土地開発公社」を削る。 

  第２５条第１項中「（土地開発公社を除く。）」を削る。 

  付則に次の１項を加える。 

 （尼崎市土地開発公社に係る不開示情報の特例） 

７ 当分の間、第７条第２号ウ及び第３号の規定の適用については、

同条第２号ウ中「の役員及び職員をいう」とあるのは「及び尼崎市

土地開発公社（以下「土地開発公社」という。）の役員及び職員を

いう」と、同条第３号中「及び地方独立行政法人」とあるのは「、

地方独立行政法人及び土地開発公社」とする。 

（尼崎市個人情報保護条例の一部改正） 

第２条 尼崎市個人情報保護条例（平成１６年尼崎市条例第４８号）の
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一部を次のように改正する。 

  第２条第１号中「及び尼崎市土地開発公社（以下「土地開発公社」

という。）」を削り、同条第４号中「あっては当該」を「あっては、

その」に改め、「、土地開発公社にあってはその役員及び職員を」を

削る。 

  第１４条第３号ウ中「及び土地開発公社」を削り、同条第４号中「、

地方独立行政法人及び土地開発公社」を「及び地方独立行政法人」に

改め、同条第６号中「及び土地開発公社」を削る。 

  第２２条第１項中「、土地開発公社」を削る。 

  第４６条第１項中「（土地開発公社を除く。）」を削る。 

付則に次の１項を加える。 

 （尼崎市土地開発公社に係る不開示情報の特例） 

９ 当分の間、第１４条第３号ウ及び第４号の規定の適用については、

同条第３号ウ中「地方独立行政法人」とあるのは「地方独立行政法

人及び尼崎市土地開発公社（以下「土地開発公社」という。）」と、

同条第４号中「及び地方独立行政法人」とあるのは「、地方独立行

政法人及び土地開発公社」とする。 

（尼崎市公文書の管理等に関する条例の一部改正） 

第３条 尼崎市公文書の管理等に関する条例（令和４年尼崎市条例第３

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１号中「（尼崎市土地開発公社（以下「土地開発公社」と

いう。）にあっては、その役員及び職員。以下同じ。）」を削り、同

条第３号中「並びに土地開発公社」を削る。 

 第３９条第１項中「（土地開発公社を除く。）」を削る。 

 付則第４項中「実施機関は」を「旧実施機関（尼崎市土地開発公社

の解散に伴う関係条例の整備に関する条例（令和５年尼崎市条例第 

号）第３条の規定による改正前の第２条第３号に規定する実施機関

をいう。以下同じ。）は」に、「職員」を「職員（尼崎市土地開発公

社にあっては、その役員及び職員）」に、「で公文書」を「で旧公文

書（同条第１号に規定する公文書をいう。以下同じ。）」に、「歴史
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的公文書に」を「旧歴史的公文書（第２条第２号アからエまでに掲げ

る情報が記録された旧公文書その他歴史資料として重要な価値を有す

る旧公文書をいう。以下同じ。）に」に改め、付則第５項中「歴史的

公文書に」を「旧歴史的公文書に」に改め、付則に次の１項を加える。  

（尼崎市土地開発公社に係る不開示情報の特例） 

１１ 情報公開条例付則第７項の規定により情報公開条例第７条第２

号ウ及び第３号を読み替えて適用する場合においては、第１６条第

１項第１号イ及びウ中「に掲げる」とあるのは、「（情報公開条例

付則第７項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）に掲げ

る」として、この条例の規定を適用する。 

   付 則 

（施行期日） 

１  この条 例は 、 尼崎市土地開 発公社（以下「 土地開発公社」 とい

う。）が公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６

号）第２２条第１項の兵庫県知事の認可を受けた日（以下「認可日」

という。）から施行する。ただし、次に掲げる規定は、当該号に定め

る日から施行する。 

   付則第９項の規定 公布の日 

   第２条及び付則第３項から第７項までの規定 認可日又は令和５

年４月１日のいずれか早い日 

（尼崎市情報公開条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ この条例の施行前に第１条の規定による改正前の尼崎市情報公開条

例第２章又は第３章の規定に基づき土地開発公社が行い、又は土地開

発公社に対して行われた処分、手続その他の行為は、同条の規定によ

る改正後の尼崎市情報公開条例第２章又は第３章の規定に基づき市長

が行い、又は市長に対して行われた処分、手続その他の行為とみなし

て、同条例並びに行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）及び

行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定を適用する。 

（尼崎市個人情報保護条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 次に掲げる者に係る第２条の規定による改正前の尼崎市個人情報保
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護条例（以下「改正前の個人情報保護条例」という。）第７条の規定

によるその事務に関して知り得た尼崎市個人情報保護条例（以下「個

人情報保護条例」という。）第２条第２号に規定する個人情報の内容

をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない義務

については、この条例の施行後も、なお従前の例による。 

  この条例の施行の際現に土地開発公社の役員若しくは職員である

者又はこの条例の施行前において土地開発公社の役員若しくは職員

であった者のうち、この条例の施行前において個人情報保護条例第

６条に規定する個人情報取扱事務（以下「個人情報取扱事務」とい

う。）に従事していた者 

  この条例の施行前において、土地開発公社が個人情報取扱事務を

土地開発公社以外の者に行わせた場合において当該個人情報取扱事

務に従事していた者 

４ この条例の施行前に改正前の個人情報保護条例第３章の規定に基づ

き土地開発公社が行い、又は土地開発公社に対して行われた処分、手

続その他の行為は、第２条の規定による改正後の尼崎市個人情報保護

条例第３章の規定に基づき市長が行い、又は市長に対して行われた処

分、手続その他の行為とみなして、同条例並びに行政事件訴訟法及び

行政不服審査法の規定を適用する。 

５ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前におい

て土地開発公社が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された

旧個人情報ファイル（旧保有個人情報（改正前の個人情報保護条例第

２条第４号に規定する保有個人情報をいう。以下同じ。）を個人情報

保護条例第２条第５号に規定する保有個人情報とみなして同号の規定

を適用したならば同号に規定する個人情報ファイルに該当することと

なるものをいう。）で同号アに係るもの（その全部又は一部を複製し、

又は加工したものを含む。）を、この条例の施行後に提供したときは、

２年以下の懲役又は１，０００，０００円以下の罰金に処する。 

  この条例の施行の際現に土地開発公社の役員若しくは職員である

者又はこの条例の施行前において土地開発公社の役員若しくは職員
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であった者 

   付則第３項第２号に掲げる者 

６ 前項各号に掲げる者が、その事務に関して知り得たこの条例の施行

前において土地開発公社が保有していた旧保有個人情報を、この条例

の施行後に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又

は盗用したときは、１年以下の懲役又は５００，０００円以下の罰金

に処する。 

７ この条例の施行前にした行為及び付則第３項の規定によりなお従前

の例によることとされる場合におけるこの条例の施行後にした行為に

対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（尼崎市公文書の管理等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

８ この条例の施行の日から土地開発公社の解散に伴うその清算の結了

の日までの間に限り、第３条の規定による改正前の尼崎市公文書の管

理等に関する条例第２条第１号に規定する公文書及び当該公文書とな

るべき文書等（同号に規定する文書等をいう。）で土地開発公社に係

るものの管理については、なお従前の例による。 

（委任） 

９ 付則第２項から前項までに規定するもののほか、この条例の施行に

ついて必要な経過措置は、市長が定める。 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市土地開発公社の解散に伴い、条例改正が必要であることから、

本案を提出する。 
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議案第２８号  

   個人情報の保護に関する法律の改正等に伴う関係条例の整備  

に関する条例について  

 個人情報の保護に関する法律の改正等に伴う関係条例の整備に関する

条例を次のように制定する。  

  令和５年２月２２日提出  

尼崎市長 松  本    眞  

   個人情報の保護に関する法律の改正等に伴う関係条例の整備  

に関する条例  

（尼崎市情報公開条例の一部改正）  

第１条 尼崎市情報公開条例（平成１６年尼崎市条例第４７号）の一部

を次のように改正する。  

第７条第２号の次に次の１号を加える。  

   の２ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

第６０条第３項に規定する行政機関等匿名加工情報（同条第４項

に規定する行政機関等匿名加工情報ファイルを構成するものに限

る。以下この号において「行政機関等匿名加工情報」という。）

又は行政機関等匿名加工情報の作成に用いた同条第１項に規定す

る保有個人情報から削除した同法第２条第１項第１号に規定する

記述等若しくは同条第２項に規定する個人識別符号  

第１８条を次のように改める。  

（処分等についての審査請求の審査庁）  

第１８条 開示決定等又は開示請求に係る不作為（以下「処分等」と

いう。）についての審査請求は、市長に対して行うものとする。  

  第１９条第１項各号列記以外の部分を次のように改める。 

  市長は、処分等について審査請求があったときは、行政不服審査

法（平成２６年法律第６８号。以下「不服審査法」という。）第２

４条の規定により当該審査請求を却下する場合を除き、次の各号に

掲げる者に対し、当該審査請求があった旨を通知しなければならな

い。 
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  第１９条第１項第１号中「開示請求者（開示請求者が」を「当該処

分等に係る開示請求者（当該開示請求者が当該審査請求に係る」に、

「法」を「不服審査法」に改め、同項第２号中「第三者が」の次に

「当該審査請求に係る」を加え、同号を同項第３号とし、同項第１号

の次に次の１号を加える。 

    当該処分等に係る実施機関（市長を除く。以下この号において

同じ。）（不服審査法第２１条第１項の規定により当該実施機関

を経由して市長に対して当該審査請求が行われた場合及び不服審

査法第２２条第１項に規定する場合において当該実施機関に対し

て当該審査請求が行われたときを除く。） 

第１９条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定は、不服審査法第４３条第１項の規定により市長が処

分等についての審査請求について尼崎市情報公開・個人情報保護審

査委員会（以下「審査委員会」という。）に諮問した場合について

準用する。この場合において、前項中「各号」とあるのは、「各号

（第２号を除く。）」と読み替えるものとする。 

第２０条各号列記以外の部分を次のように改める。 

  第１５条第３項の規定は、市長が処分等についての審査請求につ

いて次のいずれかに該当する裁決をする場合について準用する。こ

の場合において、同項中「開示決定の日」とあるのは「審査請求に

対する裁決をする日（市長以外の実施機関にあっては、当該裁決に

係 る 裁 決 書 の 謄 本 の 送 付 を 受 け た 日 。 以 下 「 裁 決 日 等 」 と い

う。）」と、「開示決定後」とあるのは「裁決日等以後」と、「開

示決定をした旨及びその」とあるのは「裁決をした旨（市長以外の

実施機関にあっては、当該裁決があった旨）及び当該裁決の」と読

み替えるものとする。 

（尼崎市個人情報保護条例の廃止）  

第２条 尼崎市個人情報保護条例（平成１６年尼崎市条例第４８号）は、

廃止する。  

（尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会条例の一部改正）  
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第３条 尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会条例（平成１６年尼

崎市条例第４９号）の一部を次のように改正する。  

第２条第１項第１号中「）の規定により同法」を「。以下「不服審

査法」という。）の規定により不服審査法」に改め、同号イを次のよ

うに改める。 

イ 尼崎市議会個人情報の保護に関する条例（令和５年尼崎市条

例第  号。以下「議会個人情報保護条例」という。） 

第２条第１項第３号を同項第５号とし、同項第２号中「個人情報保

護条例」を「尼崎市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年

尼崎市条例第  号。以下「個人情報保護法施行条例」という。）」

に改め、同号を同項第３号とし、同号の次に次の１号を加える。 

    議会個人情報保護条例の規定によりその権限に属させられた事

項を処理すること。 

第２条第１項第１号の次に次の１号を加える。   

    個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下

「個人情報保護法」という。）第１０５条第３項において読み替

えて準用する同条第１項及び不服審査法の規定（個人情報保護法

第 １ ０ ６ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 読み 替え て 適 用 す る 場 合 を 含

む。）により不服審査法第８１条第１項に規定する機関の権限に

属させられた事項（個人情報保護法に基づく処分又はその不作為

についての審査請求に係るものに限る。）を処理すること。 

第２条第２項中「情報公開制度及び」を「情報公開制度又は」に改

め、「実施機関（」及び「及び個人情報保護条例第２条第１号」を削

り、「をいう。以下同じ。）」を「又は個人情報保護法施行条例第２

条第１項に規定する実施機関若しくは尼崎市議会議長」に改める。 

（尼崎市子どもの育ち支援条例の一部改正）  

第４条 尼崎市子どもの育ち支援条例（平成２１年尼崎市条例第４１

号）の一部を次のように改正する。  

  第１８条を次のように改める。  

 第１８条 削除  
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（尼崎市暴力団排除条例の一部改正）  

第５条 尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼崎市条例第１３号）の一

部を次のように改正する。  

第１４条を次のように改める。  

第１４条 削除  

（尼崎市危険空家等対策に関する条例の一部改正）  

第６条 尼崎市危険空家等対策に関する条例（平成２７年尼崎市条例第

８号）の一部を次のように改正する。  

  第６条第３項を削る。  

（尼崎市行政不服審査会条例の一部改正）  

第７条 尼崎市行政不服審査会条例（平成２８年尼崎市条例第１１号）

の一部を次のように改正する。  

第２条を次のように改める。 

（所掌事務） 

第２条 審査会は、別に定めるものを除くほか、法その他法令の規定

により法第８１条第１項に規定する機関の権限に属させられた事項

を処理する。 

（尼崎市行政不服審査等関係事務手数料条例の一部改正）  

第８条 尼崎市行政不服審査等関係事務手数料条例（平成２８年尼崎市

条例第３４号）の一部を次のように改正する。  

第２条第１項第２号中「第９条第３項」の次に「又は個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」

という。）第１０６条第２項」を加える。 

第５条第１項第６号中「条例の」を「法律又は条例の」に改め、同

号中イを削り、アをイとし、同号にアとして次のように加える。 

   ア 個人情報保護法 

  第５条第１項第６号にウとして次のように加える。 

   ウ 尼崎市議会個人情報の保護に関する条例（令和５年尼崎市条

例第  号）  

（尼崎市自治のまちづくり条例の一部改正）  
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第９条 尼崎市自治のまちづくり条例（平成２８年尼崎市条例第５１

号）の一部を次のように改正する。  

  第７条第３項中「個人情報（尼崎市個人情報保護条例（平成１６年

尼崎市条例第４８号）第２条第２号に規定する個人情報をいう。以下

同じ。）」を「個人に関する情報」に、「、個人情報を」を「、当該

情報を」に改める。 

（尼崎市債権管理条例の一部改正）  

第１０条 尼崎市債権管理条例（平成３０年尼崎市条例第４号）の一部

を次のように改正する。  

第１３条第１項中「（以下「滞納者等」という。）」及び「（以下

「財産等」という。）」を削り、同条第２項を削る。  

（尼崎市公文書の管理等に関する条例の一部改正）  

第１１条 尼崎市公文書の管理等に関する条例（令和４年尼崎市条例第

３号）の一部を次のように改正する。  

  第８条第３項中「オ」を「カ」に改める。  

  第１３条第３項中「個人情報（尼崎市個人情報保護条例（平成１６

年尼崎市条例第４８号）第２条第２号に規定する個人情報をいう。以

下同じ。）」を「個人に関する情報」に、「当該個人情報」を「当該

情報」に改める。  

  第１６条第１項第１号中オをカとし、エをオとし、ウをエとし、イ

の次に次のように加える。  

   ウ 情報公開条例第７条第２号の２に掲げる情報  

  第１６条第２項及び第３項中「オ」を「カ」に改める。  

  第２１条第３項中「第１６条第１項第１号エ」を「第１６条第１項

第１号オ」に改める。  

  付則第１１項中「及びウ」を「及びエ」に改める。  

   付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、付則第１６

項の規定は、公布の日から施行する。  
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（尼崎市情報公開条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の尼崎市情報公開条例（以下「改正後の

情報公開条例」という。）第１８条の規定は、この条例の施行の日

（以下「施行日」という。）以後に行われる行政不服審査法（平成２

６年法律第６８号。以下「不服審査法」という。）第１９条第１項又

は第２０条前段に規定する手続に係る審査請求について適用する。  

３ 改正後の情報公開条例第１９条及び第２０条の規定は、施行日以後

に行われる不服審査法第１９条第１項又は第２０条前段に規定する手

続に係る審査請求について適用し、施行日前に行われた当該手続に係

る審査請求については、なお従前の例による。  

（尼崎市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置） 

４ 次に掲げる者に係る第２条の規定による廃止前の尼崎市個人情報保

護条例（以下「廃止前の個人情報保護条例」という。）第７条の規定

によるその事務に関して知り得た廃止前の個人情報保護条例第２条第

２号に規定する個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な

目的に利用してはならない義務については、この条例の施行後も、な

お従前の例による。 

  この条例の施行の際現に廃止前の個人情報保護条例第２条第１号

に規定する実施機関（以下「旧実施機関」という。）の職員（地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に

基づき市の公の施設の管理を行わせる指定管理者にあっては、その

指定に係る業務に従事する者をいう。以下同じ。）である者又はこ

の条例の施行前において旧実施機関の職員であった者のうち、この

条例の施行前において廃止前の個人情報保護条例第６条に規定する

個人情報取扱事務（以下「旧個人情報取扱事務」という。）に従事

していた者 

  この条例の施行前において、旧実施機関が旧個人情報取扱事務を

旧実施機関以外の者に行わせた場合において当該旧個人情報取扱事

務に従事していた者 

５ この条例の施行前に行われた次の各号に掲げる請求に係る旧保有個



議 28-7 

人情報（廃止前の個人情報保護条例第２条第４号に規定する保有個人

情報をいう。以下同じ。）の開示、訂正及び利用停止（以下「開示

等」という。）に関する手続及びその費用負担並びに当該開示等に係

る処分及びその不作為（以下「旧処分等」という。）についての審査

請求に関する手続については、なお従前の例による。 

  廃止前の個人情報保護条例第１２条第２項に規定する開示請求 

  廃止前の個人情報保護条例第２５条第２項に規定する訂正請求 

  廃止前の個人情報保護条例第３３条第２項に規定する利用停止請

求 

６ 前項の規定によりなお従前の例によることとされる場合において、

旧処分等についての審査請求は、市長に対して行うものとする。 

７ 令和４年度における廃止前の個人情報保護条例の施行の状況の報告

及び公表については、なお従前の例による。 

８ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前におい

て旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された個

人情報ファイル（廃止前の個人情報保護条例第２条第５号に規定する

個人情報ファイルをいう。）で同号アに係るもの（その全部又は一部

を複製し、又は加工したものを含む。）を、この条例の施行後に提供

したときは、２年以下の懲役又は１，０００，０００円以下の罰金に

処する。 

   この条例の施行の際現に旧実施機関の職員である者又はこの条例

の施行前において旧実施機関の職員であった者 

   付則第４項第２号に掲げる者 

９ 前項各号に掲げる者が、その事務に関して知り得たこの条例の施行

前において旧実施機関が保有していた旧保有個人情報を、この条例の

施行後に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は

盗用したときは、１年以下の懲役又は５００，０００円以下の罰金に

処する。 

１０ この条例の施行前にした行為並びに付則第４項及び第５項の規定

によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの条例の施行
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後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（付則第５項の規定の施行に伴う経過措置） 

１１ 付則第５項の規定によりなお従前の例によることとされる場合に

おける尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会及び尼崎市行政不服

審査会の所掌事務並びに旧処分等についての審査請求に関する手数料

については、なお従前の例による。 

（付則第６項の規定の施行に伴う経過措置） 

１２ 付則第６項の規定は、施行日以後に行われる不服審査法第１９条

第１項又は第２０条前段に規定する手続に係る審査請求について適用

する。 

（調整規定） 

１３ この条例及び尼崎市土地開発公社の解散に伴う関係条例の整備に

関する条例（令和５年尼崎市条例第  号。以下「土地開発公社解散

整備条例」という。）付則第１項第２号に掲げる規定が同一の日に施

行されるときは、土地開発公社解散整備条例第２条の規定によって尼

崎市個人情報保護条例の規定がまず改正され、次いで第２条の規定に

よって同条例が廃止されるものとする。 

１４ この条例及び土地開発公社解散整備条例が同一の日に施行される

ときは、尼崎市公文書の管理等に関する条例（以下「公文書管理条

例」という。）の規定は、土地開発公社解散整備条例第３条の規定に

よってまず改正され、次いで第１１条の規定によって改正されるもの

とする。 

１５ 施行日が土地開発公社解散整備条例の施行の日前である場合には、

第１１条（公文書管理条例付則第１１項の改正規定に限る。）の規定

は、適用しない。この場合において、土地開発公社解散整備条例第３

条のうち公文書管理条例付則に１項を加える改正規定中「及びウ」と

あるのは、「及びエ」とする。 

（委任） 

１６ 付則第２項から前項までに規定するもののほか、この条例の施行

について必要な経過措置は、市長が、又は市長以外の旧実施機関が市
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長と協議して定める。 

 

 

 

（説 明） 

  デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令

和３年法律第３７号）の制定に伴い、条例改正が必要であることから、

本案を提出する。  
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議案第２９号 

   尼崎市個人情報の保護に関する法律施行条例について 

 尼崎市個人情報の保護に関する法律施行条例を次のように制定する。 

  令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市個人情報の保護に関する法律施行条例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号。以下「法」という。）（行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第

２条第８項に規定する特定個人情報の取扱いに関する同法の規定を含

む。第１２条、第１４条及び第１５条において同じ。）の施行につい

て必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「実施機関」とは、市長、尼崎市教育委員会、

尼崎市選挙管理委員会、尼崎市公平委員会、尼崎市監査委員、尼崎市

農業委員会、尼崎市固定資産評価審査委員会、尼崎市公営企業管理者

及び尼崎市消防長をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例における用語の意義は、法に

おける用語の意義による。  

（市の責務） 

第３条 市は、個人情報が個人の権利利益の一層の保護を図るべく特に

慎重に取り扱われ、かつ、極めて厳重な管理がなされるべきものであ

ることに鑑み、信頼される市政の実現のため、その適正な取扱いの厳

格な実施を確保するために必要な施策を策定し、及びこれを実施する

責務を有する。  

（個人情報を利用する業務に関する届出） 

第４条 実施機関（市長を除く。次条第１項、第１１条第１項第２号及

び第１４条第１項において同じ。）は、個人情報を利用する業務を開

始しようとするときは、市規則で定めるところにより、市規則で定め
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る事項を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったとき又は自ら個人情報を利

用する業務を開始しようとするときは、市規則で定めるところにより、

市規則で定める事項を尼崎市情報公開・個人情報保護審査委員会（以

下「審査委員会」という。）に報告しなければならない。  

３ 前２項の規定は、実施機関が第１項の規定による届出又は前項の規

定による報告を行った業務に係る事項で市規則で定めるものを変更し

ようとするとき及び当該業務を廃止したときについて準用する。 

（個人情報ファイルの保有に関する届出） 

第５条  実 施機 関 は、個人情報 ファイル（市規 則で定めるもの を除

く。）を保有しようとするときは、市規則で定めるところにより、市

規則で定める事項を市長に届け出なければならない。  

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による届出があったとき及び市長

が自ら個人情報ファイルを保有しようとするときについて準用する。 

３ 前２項の規定は、実施機関が第１項の規定による届出又は前項にお

いて準用する前条第２項の規定による報告を行った個人情報ファイル

に係る事項で市規則で定めるものを変更しようとするとき、当該個人

情報ファイルの保有をやめたときその他市規則で定めるときについて

準用する。  

（開示決定等の期限） 

第６条 実施機関が行う開示決定等に係る法第８３条及び第８４条の規

定の適用については、法第８３条第１項中「３０日」とあるのは「１

５日」と、法第８４条中「６０日」とあるのは「４５日」とする。 

（開示請求に係る費用負担） 

第７条 実施機関に対する開示請求に係る事務については、手数料は、

徴収しない。  

２ 開示決定に基づく法第８７条第１項の規定による文書の写し等の交

付を受ける者は、市規則で定めるところにより、当該写し等の作成及

び送付に要する費用を負担しなければならない。 

（訂正請求等の対象） 
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第８条 実施機関に対する訂正請求及び利用停止請求については、法第

９０条第１項第１号及び第２号並びに第３項並びに第９８条第３項の

規定は、適用しないものとし、法第９０条第１項中「（次に掲げるも

のに限る。第９８条第１項において同じ。）の内容」とあるのは「の

内容」と、法第９１条第１項第２号及び第９９条第１項第２号中「係

る保有個人情報の開示を受けた日その他当該」とあるのは「係る」と

して、これらの規定を適用する。 

（訂正請求等に係る保有個人情報の存否に関する情報） 

第９条 法第８１条の規定は、実施機関に対する訂正請求又は利用停止

請求があった場合について準用する。 

（処分等についての審査請求の審査庁） 

第１０条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂

正請求 若しく は 利 用停 止請求 に 係る不 作為（ 以 下「処 分等」 とい

う。）についての審査請求は、市長に対して行うものとする。  

（審査請求があった旨等の通知） 

第１１条 市長は、処分等について審査請求があったときは、行政不服

審査法（平成２６年法律第６８号。以下「不服審査法」という。）第

２４条の規定により当該審査請求を却下する場合を除き、次の各号に

掲げる者に対し、当該審査請求があった旨を通知しなければならない。 

   当該処分等に係る開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者

（これらの者が当該審査請求に係る審査請求人又は参加人（不服審

査法第１３条第４項に規定する参加人をいう。以下同じ。）である

場合を除く。） 

   当該処分等に係る実施機関（不服審査法第２１条第１項の規定に

より当該実施機関を経由して市長に対して当該審査請求が行われた

場合及び不服審査法第２２条第１項に規定する場合において当該実

施機関に対して当該審査請求が行われたときを除く。） 

   当該審査請求に係る保有個人情報の開示について法第８６条第３

項に規定する反対意見書を提出した第三者（当該第三者が当該審査

請求に係る審査請求人又は参加人である場合を除く。） 
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２ 法第１０５条第３項において読み替えて準用する同条第１項の規定

により市長が処分等についての審査請求について審査委員会に諮問し

た場合における同条第３項において準用する同条第２項の規定の適用

については、同項第１号中「審査請求人」とあるのは「行政不服審査

法第２８条に規定する審理関係人（同法第４条第１号に規定する処分

庁等が同法第９条第１項に規定する審査庁である場合にあっては、審

査請求 人」と 、 「 行政 不服審 査 法」と あるの は 「同法 」と、 「同

じ。）」とあるのは「同じ。））」とする。 

（審査委員会への諮問） 

第１２条 実施機関は、法に基づき個人情報保護委員会の権限に属する

ものを除き、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に

基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるときは、審査委員会

に諮問することができる。 

（管理体制等）  

第１３条 市長は、実施機関において法第５章第２節の規定による個人

情報の適正な取扱いが確保されるよう、個人情報に関する管理体制、

研修その他の事項について必要な措置を講ずるものとする。 

（施行の状況の報告等） 

第１４条 実施機関は、毎年度、市長が別に定めるところにより、法

（この条例を含む。次項及び次条において同じ。）の施行の状況につ

いて市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、毎年度、各実施機関における法の施行の状況を取りまとめ、

審査委員会に報告するとともに、その概要を公表しなければならない。 

（委任） 

第１５条 この条例に定めるもののほか、法の施行について必要な事項

は、市規則で定める。 

 付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例の施行前において行われた個人情報の保護に関する法律の

改正等に伴う関係条例の整備に関する条例（令和５年尼崎市条例第  

号）第２条の規定による廃止前の尼崎市個人情報保護条例（平成１

６年尼崎市条例第４８号）（以下「廃止前の個人情報保護条例」とい

う。）第１０条第１項（届出を行った業務を変更しようとする場合に

ついて同条第５項において準用する場合を含む。）の規定による届出

（尼崎市議会議長（以下「議長」という。）により行われたものその

他市長が別に定めるものを除く。）は市長以外の実施機関による第４

条第１項（同項の規定による届出を行った業務に係る事項を変更しよ

うとするときについて同条第３項において準用する場合を含む。）の

規定による届出又は市長による同条第２項（同項の規定による報告を

行った業務に係る事項を変更しようとするときについて同条第３項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による報告と、廃止前の個人情

報保護条例第１０条第２項（届出を行った事項を変更しようとする場

合について同条第５項において準用する場合を含む。）の規定による

届出（ 議長に よ り 行わ れたも の その他 市長が 別 に定め るもの を除

く。）は市長以外の実施機関による第５条第１項（同項の規定による

届出を行った個人情報ファイルに係る事項を変更しようとするときに

ついて同条第３項において準用する場合を含む。）の規定による届出

又は市長による同条第２項（同項において準用する第４条第２項の規

定による報告を行った個人情報ファイルに係る事項を変更しようとす

るときについて第５条第３項において準用する場合を含む。）におい

て準用する第４条第２項の規定による報告とみなして、この条例の規

定を適用する。  

 

 

 

（説 明） 

  デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令

和３年法律第３７号）の制定に伴い、条例改正が必要であることから、
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本案を提出する。 



議 30 

議案第３０号 

   尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を   

   改正する条例について 

 尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。 

  令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を   

   改正する条例 

 尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１３年尼崎

市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「次項に定める」を「次項各号に掲げる」に改め、同

項中第１９号を第２０号とし、第１３号から第１８号までを１号ずつ繰

り下げ、第１２号の次に次の１号を加える。 

   公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 

 第２条第２項中「に規定する条例」を「の条例」に、「各号に掲げる

職員」を「とおり」に改め、同条第３項中「に規定する」を「の」に、

「に掲げる事項」を「のとおり」に改め、同項第１号中「を受ける団体

(以下「派遣先団体」という」を「に係る職員（以下「派遣職員」とい

う。）のその派遣先団体（職員派遣に係る団体をいう。以下同じ」に改

め、同項第２号中「職員派遣をされた職員（以下「」を削り、「」とい

う。）の」を「のその」に、「における業務」を「の業務へ」に改める。 

   付 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  本市職員を派遣することができる団体として「公益社団法人２０２

５年日本国際博覧会協会」を加えるため、条例改正が必要であること
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から、本案を提出する。 



議 31 

議案第３１号 

   尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例   

 尼崎市国民健康保険条例（昭和３４年尼崎市条例第８号）の一部を次

のように改正する。 

 第５条第１項中「４０８，０００円」を「４８８，０００円」に、

「４２０，０００円」を「５００，０００円」に改める。 

 第１９条の５を次のように改める。 

（特例対象被保険者等に係る届出） 

第１９条の５ 世帯主は、自ら又はその世帯に属する被保険者若しくは

特定同一世帯所属者が特例対象被保険者等となったときは、規則で定

めるところにより、速やかに、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１９条の

５の改正規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の尼崎市国民健康保険条例第５条第１項の規

定は、この条例の施行の日以後の出産に係る出産育児一時金について

適用し、同日前の出産に係る出産育児一時金については、なお従前の

例による。 

 

 

 

（説 明） 

  出産育児一時金の見直し等に伴い、条例改正が必要であることから、
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本案を提出する。  



議 32 

議案第３２号 

   尼崎市文化財保存活用基金条例について 

 尼崎市文化財保存活用基金条例を次のように制定する。 

令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

尼崎市文化財保存活用基金条例 

（設置） 

第１条 文化財（文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第２条第

１項に規定する文化財をいう。以下同じ。）の保存及び活用（保存及

び活用のための取得を含む。）に係る事業で市長が別に定めるもの

（以下「文化財保存活用事業」という。）に要する経費の財源を確保

するため、尼崎市文化財保存活用基金（以下「基金」という。）を設

置する。 

（積立額） 

第２条 基金として積み立てる額は、次のとおりとする。 

  文化財保存活用事業に要する経費に充てるための寄付金の額 

  毎年度一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める 

  額 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有

利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に

代えることができる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入するもの

とする。 

（処分） 

第５条 基金は、第１条に規定する設置の目的を達成するため、市長が

必要があると認めるときに限り、処分することができる。 

（委任） 



議 32-2 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な

事項は、市長が定める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

尼崎市文化財保存活用基金を設置するため、条例制定が必要である

ことから、本案を提出する。 
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議案第３３号 

尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

について 

 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

令和５年２月２２日提出 

                尼崎市長 松  本    眞 

尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例（平成１７年尼崎市条例第２７

号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項第３号を次のように改める。 

   幼児 被保険者等負担額 

第４条第３項及び第４項中「第１項第３号ア(ｲ)、第４号ア(ｲ)」を

「第１項第４号ア(ｲ)」に改める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の尼崎市福祉医療費の助成に関する条例第４

条第１項第３号、第３項及び第４項の規定は、この条例の施行の日以

後の対象医療（尼崎市福祉医療費の助成に関する条例第２条第１１号

アに規定する対象医療をいう。以下同じ。）に係る医療費助成（同条

例第３条第１項に規定する医療費助成をいう。以下同じ。）について

適用し、同日前の対象医療に係る医療費助成については、なお従前の

例による。 

 

 

 

（説 明） 

乳幼児等医療費助成制度における助成額を拡充するため、条例改正
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が必要であることから、本案を提出する。 

 



議 34 

議案第３４号 

尼崎市公害病認定患者の救済に関する条例の一部を改正する 

条例について 

尼崎市公害病認定患者の救済に関する条例の一部を改正する条例を次

のように制定する。 

令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

尼崎市公害病認定患者の救済に関する条例の一部を改正する 

条例 

尼崎市公害病認定患者の救済に関する条例（昭和４８年尼崎市条例第

２０号）の一部を次のように改正する。 

第３条及び第４条を削る。 

第５条中第３号を削り、第４号を第３号とし、同条を第３条とし、同

条の次に次の２条を加える。 

（基金の設置） 

第４条 公害病認定患者の救済事業に要する経費の財源を確保するため、

尼崎市公害病認定患者救済事業基金（以下「基金」という。）を設置

する。 

（基金の積立額等） 

第５条 基金として積み立てる額は、公害病認定患者の救済事業に要す

る経費に充てるための寄付金の額とする。 

２ 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な

方法により保管しなければならない。 

３ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に

代えることができる。 

４ 基金から生ずる収益は、尼崎市特別会計公害病認定患者救済事業費

歳入歳出予算に計上して、基金に編入するものとする。 

第６条及び第７条を次のように改める。 

（基金の処分） 

第６条 基金は、第４条に規定する設置の目的を達成するため、市長が
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必要があると認めるときに限り、処分することができる。 

（基金の管理の細目） 

第７条 前２条に規定するもののほか、基金の管理について必要な事項

は、市長が定める。 

 第８条を削る。 

第９条の見出しを「（協議会の設置）」に改め、同条第１項中「円滑

な運営を図るため」を「運営に関する重要な事項を調査審議させるため、

市長の付属機関として」に改め、同条第２項から第４項までを削り、同

条を第８条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（協議会の組織等） 

第９条 協議会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命す

る。 

  学識経験者 

  公害病認定患者の代表者 

  産業界の代表者 

  市の関係職員 

３ 委員の任期は、１年を超えない範囲内において市長が別に定める期

間とする。ただし、再任することを妨げない。 

４ 委員の辞任等により後任の委員を委嘱し、又は任命する場合におけ

る当該後任の委員の任期は、前任の委員の残任期間とする。 

第１０条中「規則で」を「市長が」に改め、同条を第１３条とし、同

条の前に次の３条を加える。 

（協議会の会長及び副会長） 

第１０条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

（協議会の招集等） 
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第１１条 協議会は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことがで

きない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数の

ときは、会長の決するところによる。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席

させて意見を聴き、又は必要な説明若しくは資料の提出を求めること

ができる。 

（協議会の運営の細目） 

第１２条 第９条から前条までに規定するもののほか、協議会の運営に

ついて必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。 

 付則に次の１項を加える。 

（招集の特例） 

３ 最初に招集される協議会は、第１１条第１項の規定にかかわらず、

市長が招集する。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の尼崎市公害病認定

患者の救済に関する条例第５条第３号に掲げる事業に係る転地入院施

設に入院している者は、この条例による改正後の尼崎市公害病認定患

者の救済に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第３条各号

に掲げる事業の対象者とみなして、改正後の条例の規定を適用する。 

３ 改正後の条例第９条第３項の規定は、この条例の施行の日以後に委

嘱され、又は任命される委員について適用し、同日前に委嘱され、又

は任命された委員については、なお従前の例による。 
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（説 明） 

転地入院事業を廃止するため、条例改正が必要であることから、本

案を提出する。 



議 35 

議案第３５号 

   尼崎市墓園の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する 

条例について 

 尼崎市墓園の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例を次

のように制定する。 

  令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市墓園の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する 

条例 

（尼崎市墓園の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第１条 尼崎市墓園の設置及び管理に関する条例（昭和３７年尼崎市条

例第３号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第３５条」を「第３６条」に改める。 

  第２８条中「公益社団法人又は公益財団法人その他これらに類する

法人」を「法人その他の団体」に、「公益法人等」を「法人等」に改

める。 

  第２９条を次のように改める。 

 （指定管理者の指定の申請） 

第２９条 指定管理者の指定を受けようとする法人等は、規則で定め

るところにより、指定管理者指定申請書に事業計画書その他規則で

定める書類を添えて市長に提出しなければならない。 

  第３５条を第３６条とし、第３１条から第３４条までを１条ずつ繰

り下げる。 

  第３０条中「前条第１項」を「前条」に、「公益法人等」を「法人

等」に改め、「又は」の次に「その」を加え、同条を第３１条とする。 

  第２９条の次に次の１条を加える。 

 （指定管理者の選定） 

第３０条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その申請

の内容を次の各号に掲げる基準に照らして審査し、墓園の管理を行

わせるに最適な法人等を、指定管理者の指定を受けるべきものとし
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て選定するものとする。 

    市民の平等な利用が確保されること。 

    墓園の効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る経

費の縮減が図られるものであること。 

    墓園の管理を安定して行う能力を有していること。 

    前各号に掲げるもののほか、墓園の設置目的を達成するために

十分な能力を有していること。 

（尼崎市立弥生ケ丘斎場の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第２条 尼崎市立弥生ケ丘斎場の設置及び管理に関する条例（昭和３９

年尼崎市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

  第６条中「公益社団法人又は公益財団法人その他これらに類する法

人」を「法人その他の団体」に、「公益法人等」を「法人等」に改め

る。 

  第７条を次のように改める。 

 （指定管理者の指定の申請） 

第７条 指定管理者の指定を受けようとする法人等は、規則で定める

ところにより、指定管理者指定申請書に事業計画書その他規則で定

める書類を添えて市長に提出しなければならない。 

  第１１条を第１２条とし、第１０条を第１１条とし、第９条を第１

０条とする。 

  第８条中「前条第１項」を「前条」に、「公益法人等」を「法人

等」に改め、「又は」の次に「その」を加え、同条を第９条とする。 

  第７条の次に次の１条を加える。 

 （指定管理者の選定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その申請の

内容を次の各号に掲げる基準に照らして審査し、斎場の管理を行わ

せるに最適な法人等を、指定管理者の指定を受けるべきものとして

選定するものとする。 

    市民の平等な利用が確保されること。 

    斎場の効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る経
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費の縮減が図られるものであること。 

    斎場の管理を安定して行う能力を有していること。 

    前各号に掲げるもののほか、斎場の設置目的を達成するために

十分な能力を有していること。 

（尼崎市指定管理者選定委員会条例の一部改正） 

第３条 尼崎市指定管理者選定委員会条例（平成２５年尼崎市条例第５

６号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１中第３０項を第３１項とし、第１７項から第２９項までを

１項ずつ繰り下げ、第１６項の次に次の１項を加える。 

１７ 尼崎市墓園及び尼崎市立弥生ケ丘斎場（以下「墓園等」とい

う。） 

  別表第１備考中「第２０項」を「第１７項」に、「第２３項」を

「第２２項」に、「、第２５項、第２７項及び第２８項」を「から第

２６項まで、第２８項及び第２９項」に改める。 

  別表第２中第１８項を第１９項とし、第８項から第１７項までを１

項ずつ繰り下げ、第７項の次に次の１項を加える。 

 ８ 墓園等 

  別表第２備考中「第１１項、第１３項、」を「第８項、第１２項及

び」に、「、第１５項及び第１６項」を「から第１７項まで」に改め

る。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第３条、次

項及び付則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 尼崎市墓園に係る指定管理者（第１条の規定による改正後の尼崎市

墓園の設置及び管理に関する条例（以下この項において「改正後の条

例」という。）第２８条に規定する指定管理者をいう。）の指定に関

する手続は、この条例の施行前においても、改正後の条例及び改正後

の条例に基づく規則の規定の例により行うことができる。 
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３ 尼崎市立弥生ケ丘斎場に係る指定管理者（第２条の規定による改正

後の尼崎市立弥生ケ丘斎場の設置及び管理に関する条例（以下「改正

後の条例」という。）第６条に規定する指定管理者をいう。）の指定

に関する手続は、この条例の施行前においても、改正後の条例及び改

正後の条例に基づく規則の規定の例により行うことができる。 

 

 

 

（説 明） 

次期指定管理者を公募で選定するため、条例改正が必要であること

から、本案を提出する。 
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議案第３６号 

   尼崎市たばこ対策推進条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市たばこ対策推進条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

  令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市たばこ対策推進条例の一部を改正する条例   

 尼崎市たばこ対策推進条例（平成３０年尼崎市条例第３７号）の一部

を次のように改正する。 

 前文中「未成年者」を「２０歳未満の者」に改める。 

 第１０条の見出し中「未成年者」を「２０歳未満の者」に改め、同条

中「未成年者」を「２０歳未満の者」に、「身近な成年者」を「身近な

者」に、「事」を「こと」に改める。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  民法の一部を改正する法律（平成３０年法律第５９号）の制定に伴

い、条例改正が必要であることから、本案を提出する。  
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議案第３７号 

   尼崎市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例を次のように制定

する。 

  令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例 

 尼崎市青少年問題協議会条例（昭和３２年尼崎市条例第１５号）の一

部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   尼崎市青少年協議会条例 

 第１条を次のように改める。 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、尼崎市青少年協議会（以下「協議会」という。） 

の設置、組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

 第１０条を第１２条とする。 

第９条第２項中「関係地方行政機関」を「関係行政機関」「本市職

員」を「市の職員」に改め、同条を第１１条とする。 

第８条中「委員」の次に「（部会にあっては、その属する委員）」を

加え、同条を第１０条とする。 

 第７条第２項中「委員」の次に「（特別委員を含む。以下同じ。）」

を加え、同条第４項中「第４条第３項」を「第６条第３項」に改め、

「委員（特別委員を含む。以下同じ。）」とあるのは「」を「、委員」

とあるのは「、」に改め、同条を第９条とする。 

 第６条第１項中「委員（」の次に「議事に関係のある」を加え、「以

下」を「次項において」に改め、同条を第８条とし、第５条を第７条と

し、第４条を第６条とする。 

 第３条の見出しを「（任期等）」に改め、同条第１項中「２年」の次

に「を超えない範囲内において市長が別に定める期間」を加え、同条に

次の１項を加える。 
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３ 特別委員は、その者の委嘱に係る特別の事項に関する調査審議が終

了したときは、解嘱され、又は解任されるものとする。 

 第３条を第５条とする。 

 第２条の見出しを「（委嘱等）」に改め、同条第１項を削り、同条第

２項第２号及び第３号を次のように改める。 

   市民（若者に限る。）の代表者 

   関係行政機関の職員 

 第２条第２項に次の１号を加える。 

   市の関係職員 

 第２条中第２項を第１項とし、第３項を削り、第４項を第２項とし、

第５項を削り、同条を第４条とし、第１条の次に次の２条を加える。 

（設置等） 

第２条 次項に規定する事項を処理させるため、市長の付属機関として、

協議会を置く。 

２ 協議会は、地方青少年問題協議会法（昭和２８年法律第８３号）第

２条に規定する事務をつかさどるほか、次に掲げる事項を調査審議す

る。 

   尼崎市子ども・若者応援基金条例（令和  年尼崎市条例第   

  号）第１条に規定する子ども・若者応援事業に関する事項 

   前号に掲げるもののほか、青少年の健全な育成及び福祉の増進に

関する重要な事項で市長が必要と認めるもの 

（組織） 

第３条 協議会は、委員２５人以内で組織する。 

２ 協議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、特

別委員を置くことができる。 

 付則第２項中「第５条」を「第７条」に改める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例による改正後の尼崎市青少年協議会条例第５条第１項の規

定は、この条例の施行の日以後に委嘱され、又は任命される委員につ

いて適用し、同日前に委嘱され、又は任命された委員については、な

お従前の例による。 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市青少年問題協議会の調査審議事項及び組織等を変更するため、

条例改正が必要であることから、本案を提出する。  
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議案第３８号 

   尼崎市特別会計条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市特別会計条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市特別会計条例の一部を改正する条例 

尼崎市特別会計条例（昭和３９年尼崎市条例第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第６号を削る。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正前の尼崎市特別会計条例第６号に定める特別会

計に係る令和４年度の収入及び支出並びに同年度の決算については、

なお従前の例による。 

 

 

 

（説 明） 

  青少年健全育成事業に係る尼崎市特別会計青少年健全育成事業費を

廃止するため、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第３９号 

尼崎市子ども・若者応援基金条例について 

尼崎市子ども・若者応援基金条例を次のように制定する。 

令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

尼崎市子ども・若者応援基金条例 

尼崎市青少年健全育成基金条例（昭和５７年尼崎市条例第４５号）の

全部を改正する。 

（設置） 

第１条 子ども・若者（おおむね３０歳未満の者をいう。）の健全な育

成及び福祉の増進を図るための事業で市長が別に定めるもの（以下

「子ども・若者応援事業」という。）に要する経費の財源を確保する

ため、尼崎市子ども・若者応援基金（以下「基金」という。）を設置

する。 

（積立額） 

第２条 基金として積み立てる額は、次のとおりとする。 

  子ども・若者応援事業に要する経費に充てるための寄付金の額 

  毎年度一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める 

 額 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有

利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に

代えることができる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入するもの

とする。 

（処分） 

第５条 基金は、第１条に規定する設置の目的を達成するため、市長が

必要があると認めるときに限り、処分することができる。 
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（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な

事項は、市長が定める。 

  付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の尼崎市青少年健全

育成基金条例の規定に基づき尼崎市青少年健全育成基金として積み立

てられている金銭は、この条例による改正後の尼崎市子ども・若者応

援基金条例の規定に基づき尼崎市子ども・若者応援基金として積み立

てられた金銭とみなして、同条例の規定を適用する。 

 

 

 

（説 明） 

基金活用事業の範囲を広げ、次代の社会を担う子ども・若者を応援

するため、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 



議 40 

議案第４０号 

   尼崎市産業労働審議会条例について 

 尼崎市産業労働審議会条例を次のように制定する。 

  令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

   尼崎市産業労働審議会条例 

（設置） 

第１条 産業の振興等（尼崎市産業振興基本条例（平成２６年尼崎市条

例第３８号）第２条第１号に規定する産業の振興等をいう。）に関す

る重要な事項を調査審議させるため、市長の付属機関として、尼崎市

産業労働審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員１３人以内で組織する。 

２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨

時委員を置くことができる。 

（委嘱） 

第３条 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市

長が委嘱する。 

２ 臨時委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市

長が会長の意見を聴いて委嘱する。 

（任期等） 

第４条 委員の任期は、２年を超えない範囲内において市長が別に定め

る期間とする。ただし、再任することを妨げない。 

２ 委員の辞任等により後任の委員を委嘱する場合における当該後任の

委員の任期は、前任の委員の残任期間とする。 

３ 臨時委員は、その者の委嘱に係る特別の事項に関する調査審議が終

了したときは、解嘱されるものとする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 
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３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

（招集） 

第６条 審議会は、会長が招集し、会議の議長となる。 

（会議） 

第７条 審議会は、委員（議事に関係のある臨時委員を含む。次項にお

いて同じ。）の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができな

い。 

２ 審議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数の

ときは、会長の決するところによる。 

（部会） 

第８条 審議会は、必要に応じ、その所掌事項を分掌させるため、部会

を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員（臨時委員を含む。以下同じ。）３人

以上で組織する。 

３ 部会に部会長を置き、部会長は、その部会に属する委員の互選によ

り定める。 

４ 第５条第３項及び前２条の規定は、部会について準用する。この場

合において、前条第１項中「、委員」とあるのは「、部会に属する委

員」と、同条第２項中「委員」とあるのは「部会に属する委員」と読

み替えるものとする。 

５ 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の

議決とすることができる。 

（意見の聴取等） 

第９条 審議会及び部会は、必要があると認めるときは、委員（部会に

あっては、その属する委員）以外の者を会議に出席させて意見を聴き、

又は必要な説明若しくは資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な



議 40-3 

事項は、会長が審議会に諮って定める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（尼崎市労働問題審議会条例及び尼崎市産業問題審議会条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

   尼崎市労働問題審議会条例（昭和４４年尼崎市条例第７号） 

   尼崎市産業問題審議会条例（昭和５６年尼崎市条例第１７号） 

（招集の特例） 

３ 最初に招集される審議会は、第６条の規定にかかわらず、市長が招

集する。 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市産業労働審議会を設置するため、条例制定が必要であること

から、本案を提出する。 
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議案第４１号 

尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例に   

ついて 

尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例    

 尼崎市建築物等関係事務手数料条例（平成１２年尼崎市条例第３０

号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中第４９項を第５１項とし、第４５項から第４８項までを２

項ずつ繰り下げ、同表第４４項中「建築の」を「新築又は一敷地内許可

建築物の増築等の」に改め、同項の表第１号中「建築物（」の次に「増

築等を行わない」を加え、同項を別表第１第４６項とし、同表第４３項

中「一敷地内認定建築物以外の」を削り、同項の表第１号中「建築物

（」の次に「増築等を行わない」を加え、同項を別表第１第４５項とし、

同表第４２項中「建築の」を「新築又は一敷地内認定建築物の増築等

の」に改め、同項の表第１号中「建築物（」の次に「増築等を行わな

い」を加え、同項を別表第１第４４項とし、同表第４１項の表第１号中

「建築物（」の次に「建築等（新築を除く。）を行わない」を加え、同

項を別表第１第４３項とし、同表第４０項を同表第４２項とし、同表第

３９項の表第１号中「建築物（」の次に「建築等（新築を除く。）を行

わない」を加え、同項を別表第１第４１項とし、同表中第２６項から第

３８項までを２項ずつ繰り下げ、第２５項を第２６項とし、同項の次に

次の１項を加える。 

２７ 法第５８条第２項の規定に基づく高度地区における建築物の高さ

に関する特例の許可の申請に対する審査 １件につき１６０，０００

円 

 別表第１第２４項を同表第２５項とし、同表第２３項中「第５５条第

３項各号」を「第５５条第３項又は第４項各号」に、「その敷地の周囲
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に空地を有する」を「屋外に面する建築物の部分に関する工事を行う」

に改め、同項を同表第２４項とし、同表中第１９項から第２２項までを

１項ずつ繰り下げ、第１８項の次に次の１項を加える。 

１９ 法第５２条第６項第３号の規定に基づく建築物の容積率の算定の

基礎となる延べ面積に関する特例の認定の申請に対する審査 １件に

つき２７，０００円 

別表第８第１項の表を次のように改める。 

区  分  

金   額  

（１件につき）  

Ａ  申 請 書

に 規 則 で

定 め る 書

面 が 添 付

さ れ て い

る場合 

Ｂ  Ａに該

当する場

合を除き、

申請書に

設計住宅

性能評価

書の写し

が添付さ

れている

場合 

Ｃ  Ａに該

当する場

合を除き、

誘導仕様

基準に適

合するか

どうかを

判定する

場合  

Ｄ  Ａ に 該

当 す る 場

合を除き、

簡 易 判 定

法 に よ り

判 定 す る

場合  

Ｅ  Ａ か ら Ｄ

ま で に 掲 げ

る 場 合 以 外

の場合 

  申 請 の

あ っ た 新

築 等 計 画

又 は 計 画

変 更 の 対

象 が 一 戸

建 て 住 宅

で あ る 場

合 

ア  一 戸 建 て

住 宅 （ 変 更

認 定 申 請 に

あ っ て は 、

そ の 計 画 変

更 に 係 る 部

分 に 限 る 。

イ に お い て

同 じ 。 ） の

全 体 の 床 面

積 の 合 計 が

200 平 方 メ

ー ト ル 未 満

のもの  

7,000 円  9,100 円  ―  ―  40,000 円  

イ  一 戸 建 て

住 宅 の 全 体

の 床 面 積 の

合 計 が 200

平 方 メ ー ト

ル 以 上 の も

の 

7,500 円  9,600 円  ―  ―  45,000 円  

  申 請 の

あ っ た 新

築 等 計 画

若 し く は

計 画 変 更

の 対 象 又

は 交 付 請

求 の あ っ

た 軽 微 変

更 該 当 証

明 書 に 係

る 計 画 変

ア  共 同 住 宅

等 部 分 （ 変

更 認 定 申 請

及 び 交 付 請

求 に あ っ て

は 、 そ の 計

画 変 更 に 係

る 部 分 に 限

る 。 以 下 こ

の 号 に お い

て 同 じ 。 ）

の 全 体 の 床

12,000 円  ―  38,000 円  ―  77,000 円  
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更 の 対 象

（ 以 下 こ

の 項 に お

い て こ れ

ら を 「 対

象 計 画

等 」 と い

う 。 ） に

共 同 住 宅

等 部 分 が

含 ま れ る

場合 

面 積 の 合 計

が 300 平方

メ ー ト ル 未

満のもの 

イ  共 同 住 宅

等 部 分 の 全

体 の 床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以 上

2,000 平 方

メ ー ト ル 未

満のもの 

28,000 円  ―  66,000 円  ―  130,000 円  

ウ  共 同 住 宅

等 部 分 の 全

体 の 床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 5,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

67,000 円  ―  125,000 円  ―  228,000 円  

エ  共 同 住 宅

等 部 分 の 全

体 の 床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 10,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

104,000 円  ―  178,000 円  ―  318,000 円  

オ  共 同 住 宅

等 部 分 の 全

体 の 床 面 積

の 合 計 が

10,000 平方

メ ー ト ル 以

上 25,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

168,000 円  ―  322,000 円  ―  617,000 円  

カ  共 同 住 宅

等 部 分 の 全

体 の 床 面 積

の 合 計 が

25,000 平方

メ ー ト ル 以

上 50,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

238,000 円  ―  520,000 円  ―  1,065,000 円  

キ  共 同 住 宅

等 部 分 の 全

体 の 床 面 積

の 合 計 が

50,000 平方

メ ー ト ル 以

上のもの 

373,000 円   ―  915,000 円  ―  1,958,000 円  

  対 象 計

画 等 に 非

住 宅 部 分

ア  非 住 宅 部

分 （ 変 更 認

定 申 請 及 び

12,000 円  ―  ―  96,000 円  244,000 円  
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が 含 ま れ

る場合  

交 付 請 求 に

あ っ て は 、

そ の 計 画 変

更 に 係 る 部

分 に 限 る 。

以 下 こ の 号

に お い て 同

じ 。 ） の 全

体 の 床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 未 満

のもの  

イ  非 住 宅 部

分 の 全 体 の

床 面 積 の 合

計が 300 平

方 メ ー ト ル

以 上 1,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の 

22,000 円  ―  ―  124,000 円  307,000 円  

ウ  非 住 宅 部

分 の 全 体 の

床 面 積 の 合

計 が 1,000

平 方 メ ー ト

ル以上 2,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の 

35,000 円  ―  ―  163,000 円  397,000 円  

エ  非 住 宅 部

分 の 全 体 の

床 面 積 の 合

計 が 2,000

平 方 メ ー ト

ル以上 5,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の 

104,000 円  ―  ―  271,000 円  575,000 円  

オ  非 住 宅 部

分 の 全 体 の

床 面 積 の 合

計 が 5,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上 10,

000 平 方 メ

ー ト ル 未 満

のもの  

154,000 円  ―  ―  347,000 円  703,000 円  

カ  非 住 宅 部

分 の 全 体 の

床 面 積 の 合

計が 10,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上 25,

000 平 方 メ

ー ト ル 未 満

のもの  

201,000 円  ―  ―  424,000 円  839,000 円  

キ  非 住 宅 部 243,000 円  ―  ―  492,000 円  953,000 円  
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分 の 全 体 の

床 面 積 の 合

計が 25,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上 50,

000 平 方 メ

ー ト ル 未 満

のもの  

ク  非 住 宅 部

分 の 全 体 の

床 面 積 の 合

計が 50,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上 の も

の 

357,000 円  ―  ―  656,000 円  1 , 2 0 9 , 0 0 0 円 

摘要   

１  対象計画等が第２号及び第３号のいずれにも該当する場合は、第２号及び第３号に

定める額の合計額とする。 

２  共同住宅等部分の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

 備考  

  １  「設計住宅性能評価書」とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条第１

項に規定する設計住宅性能評価書（規則で定めるものに限る。）をいう。 

  ２  「誘導仕様基準」とは、規則で定める基準をいう。 

  ３  「簡易判定法」とは、市長が別に定める簡易な方法により法第５４条第１項第１

号に掲げる基準に適合するかどうかを判定する方法をいう。  

  ４  「一戸建て住宅」とは、一戸建ての住宅で、住宅の用途に供する部分（５及び６

において「住宅部分」という。）以外の部分が含まれないものをいう。 

  ５  「共同住宅等部分」とは、４に規定する一戸建て住宅以外の建築物における住宅

部分をいう。  

  ６  「非住宅部分」とは、４に規定する一戸建て住宅以外の建築物における住宅部分

以外の部分をいう。 

別表第９第２項の表を次のように改める。 

区  分  

金   額  

（１件につき） 

Ａ  申請書

に規則で

定める書

面が添付

されてい

る場合 

Ｂ  Ａに該

当する場

合を除き

、誘導仕

様基準に

適合する

かどうか

を判定す

る場合  

Ｃ  Ａに該

当する場

合を除き

、モデル

建物法誘

導基準に

適合する

かどうか

を判定す

る場合  

Ｄ  ＡからＣ

までに掲げ

る場合以外

の場合  

  申 請 の あ っ

た 性 能 向 上 計

画 （ 変 更 認 定

申 請 に あ っ て

は 、 そ の 計 画

変 更 後 の 性 能

向 上 計 画 ） に

係 る 申 請 建 築

物 （ 変 更 認 定

申 請 に あ っ て

は 、 そ の 計 画

変 更 に 係 る も

の に 限 る 。 ）

が 一 戸 建 て の

ア  一 戸 建 て の 住 宅 （

変 更 認 定 申 請 に あ っ

て は 、 そ の 計 画 変 更

に 係 る 部 分 に 限 る 。

イ に お い て 同 じ 。 ）

の 全 体 の 床 面 積 の 合

計 が 200 平 方 メ ー ト

ル未満のもの  

6,900 円  20,000 円  ―  37,000 円  

イ  一 戸 建 て の 住 宅 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 200 平 方 メ ー ト ル

以上のもの 
7,400 円  22,000 円  ―  42,000 円  
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住 宅 で あ る 場

合 

  申 請 の あ っ

た 性 能 向 上 計

画 （ 変 更 認 定

申 請 に あ っ て

は 、 そ の 計 画

変 更 後 の 性 能

向 上 計 画 ） に

係 る 申 請 建 築

物 （ 変 更 認 定

申 請 に あ っ て

は 、 そ の 計 画

変 更 に 係 る も

の に 限 る 。 ）

又 は 交 付 請 求

の あ っ た 軽 微

変 更 該 当 証 明

書 に 係 る 計 画

変 更 の 対 象 （

以 下 こ の 項 に

お い て こ れ ら

を 「 対 象 建 築

物 等 」 と い う

。 ） に 共 同 住

宅 等 部 分 が 含

まれる場合 

ア  共 同 住 宅 等 部 分 （

変 更 認 定 申 請 及 び 交

付 請 求 に あ っ て は 、

そ の 計 画 変 更 に 係 る

部 分 に 限 る 。 以 下 こ

の 号 に お い て 同 じ 。

） の 全 体 の 床 面 積 の

合 計 が 300 平 方 メ ー

トル未満のもの  

12,000 円  37,000 円  ―  74,000 円  

イ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 300 平 方 メ ー ト ル

以 上 2,0 0 0 平 方 メ ー

トル未満のもの  

28,000 円  66,000 円  ―  126,000 円  

ウ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 2,00 0 平 方 メ ー ト

ル 以 上 5,00 0 平 方 メ

ートル未満のもの 

66,000 円  126,000 円  ―  222,000 円  

エ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 5,00 0 平 方 メ ー ト

ル以上 10,000 平方メ

ートル未満のもの 

103,000 円  181,000 円  ―  310,000 円  

オ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 10,000 平方メート

ル以上 25,000 平方メ

ートル未満のもの 

165,000 円  328,000 円  ―  604,000 円  

カ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 25,000 平方メート

ル以上 50,000 平方メ

ートル未満のもの 

234,000 円  533,000 円  ―  1,045,000 円  

キ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 50,000 平方メート

ル以上のもの  

368,000 円  940,000 円  ―  1,923,000 円  

  対 象 建 築 物

等 に 非 住 宅 部

分 が 含 ま れ る

場合 

ア  非 住 宅 部 分 （ 変 更

認 定 申 請 及 び 交 付 請

求 に あ っ て は 、 そ の

計 画 変 更 に 係 る 部 分

に 限 る 。 以 下 こ の 号

に お い て 同 じ 。 ） の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 300 平 方 メ ー ト ル

未満のもの 

12,000 円  ―  93,000 円  238,000 円  

イ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 300

平方メートル以上 1,0

0 0 平 方 メ ー ト ル 未 満

のもの 

22,000 円  ―  119,000 円  300,000 円  

ウ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 1,0

0 0 平 方 メ ー ト ル 以 上

2,000 平方メートル未

35,000 円  ―  158,000 円  388,000 円  
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満のもの 

エ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 2,0

0 0 平 方 メ ー ト ル 以 上

5,000 平方メートル未

満のもの 

103,000 円  ―  264,000 円  563,000 円  

オ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 5,0

0 0 平 方 メ ー ト ル 以 上

10, 0 00 平 方 メ ー ト ル

未満のもの 

151,000 円  ―  339,000 円  689,000 円  

カ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 10,

000 平方メートル以上

25, 0 00 平 方 メ ー ト ル

未満のもの 

198,000 円  ―  415,000 円  823,000 円  

キ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 25,

000 平方メートル以上

50, 0 00 平 方 メ ー ト ル

未満のもの 

239,000 円  ―  482,000 円  935,000 円  

ク  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 50,

000 平方メートル以上

のもの 

352,000 円  ―  644,000 円  1,187,000 円  

摘要   

１  対象建築物等が第２号及び第３号のいずれにも該当する場合は、第２号及び第３号

に定める額の合計額とする。 

２  共同住宅等部分の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

 備考   

  １  「誘導仕様基準」とは、別表第８第１項の表備考２に規定する誘導仕様基準をい

う。 

  ２  「モデル建物法誘導基準」とは、規則で定める基準をいう。  

  ３  「共同住宅等部分」とは、一戸建ての住宅以外の建築物の住宅部分をいう。 

別表第９第３項の表を次のように改める。 

区  分  

金   額  

（１件につき） 

Ａ  申請書

に規則で

定める書

面が添付

されてい

る場合 

Ｂ  Ａに該

当する場

合を除き

、誘導仕

様基準に

適合する

かどうか

を判定す

る場合  

Ｃ  Ａに該

当する場

合を除き

、モデル

建物法誘

導基準に

適合する

かどうか

を判定す

る場合  

Ｄ  ＡからＣ

までに掲げ

る場合以外

の場合  

  申 請 の あ っ

た 性 能 向 上 計

画 （ 変 更 認 定

申 請 に あ っ て

は 、 そ の 計 画

変 更 後 の 性 能

向 上 計 画 ） に

記 載 さ れ て い

る 他 の 建 築 物

（ 変 更 認 定 申

ア  一 戸 建 て の 住 宅 （

変 更 認 定 申 請 に あ っ

て は 、 そ の 計 画 変 更

に 係 る 部 分 に 限 る 。

イ に お い て 同 じ 。 ）

の 全 体 の 床 面 積 の 合

計 が 200 平 方 メ ー ト

ル未満のもの  

6,900 円  20,000 円  ―  37,000 円  

イ  一 戸 建 て の 住 宅 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計
7,400 円  22,000 円  ―  42,000 円  
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請 に あ っ て は

、 そ の 計 画 変

更 に 係 る も の

に 限 る 。 以 下

こ の 項 に お い

て 「 対 象 他 の

建 築 物 」 と い

う 。 ） が 一 戸

建 て の 住 宅 で

ある場合 

が 200 平 方 メ ー ト ル

以上のもの 

  対 象 他 の 建

築 物 に 共 同 住

宅 等 部 分 が 含

まれる場合 

ア  共 同 住 宅 等 部 分 （

変 更 認 定 申 請 に あ っ

て は 、 そ の 計 画 変 更

に 係 る 部 分 に 限 る 。

以 下 こ の 号 に お い て

同 じ 。 ） の 全 体 の 床

面 積 の 合 計 が 300 平

方 メ ー ト ル 未 満 の も

の  

12,000 円  37,000 円  ―  74,000 円  

イ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 300 平 方 メ ー ト ル

以 上 2,0 0 0 平 方 メ ー

トル未満のもの  

28,000 円  66,000 円  ―  126,000 円  

ウ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 2,00 0 平 方 メ ー ト

ル 以 上 5,00 0 平 方 メ

ートル未満のもの 

66,000 円  126,000 円  ―  222,000 円  

エ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 5,00 0 平 方 メ ー ト

ル以上 10,000 平方メ

ートル未満のもの 

103,000 円  181,000 円  ―  310,000 円  

オ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 10,000 平方メート

ル以上 25,000 平方メ

ートル未満のもの 

165,000 円  328,000 円  ―  604,000 円  

カ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 25,000 平方メート

ル以上 50,000 平方メ

ートル未満のもの 

234,000 円  533,000 円  ―  1,045,000 円  

キ  共 同 住 宅 等 部 分 の

全 体 の 床 面 積 の 合 計

が 50,000 平方メート

ル以上のもの  

368,000 円  940,000 円  ―  1,923,000 円  

  対 象 他 の 建

築 物 に 非 住 宅

部 分 が 含 ま れ

る場合  

ア  非 住 宅 部 分 （ 変 更

認 定 申 請 に あ っ て は

、 そ の 計 画 変 更 に 係

る 部 分 に 限 る 。 以 下

こ の 号 に お い て 同 じ

。 ） の 全 体 の 床 面 積

の 合 計 が 300 平 方 メ

ートル未満のもの 

12,000 円  ―  93,000 円  238,000 円  

イ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 300
22,000 円  ―  119,000 円  300,000 円  
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平方メートル以上 1,0

0 0 平 方 メ ー ト ル 未 満

のもの 

ウ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 1,0

0 0 平 方 メ ー ト ル 以 上

2,000 平方メートル未

満のもの 

35,000 円  ―  158,000 円  388,000 円  

エ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 2,0

0 0 平 方 メ ー ト ル 以 上

5,000 平方メートル未

満のもの 

103,000 円  ―  264,000 円  563,000 円  

オ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 5,0

0 0 平 方 メ ー ト ル 以 上

10, 0 00 平 方 メ ー ト ル

未満のもの 

151,000 円  ―  339,000 円  689,000 円  

カ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 10,

000 平方メートル以上

25, 0 00 平 方 メ ー ト ル

未満のもの 

198,000 円  ―  415,000 円  823,000 円  

キ  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 25,

000 平方メートル以上

50, 0 00 平 方 メ ー ト ル

未満のもの 

239,000 円  ―  482,000 円  935,000 円  

ク  非 住 宅 部 分 の 全 体

の床面積の合計が 50,

000 平方メートル以上

のもの 

352,000 円  ―  644,000 円  1,187,000 円  

摘要  

１  対象他の建築物が第２号及び第３号のいずれにも該当する場合は、第２号及び第３

号に定める額の合計額とする。  

２  共同住宅等部分の床面積の合計の算定方法は、市長が別に定める。 

 備考   

  １  「誘導仕様基準」とは、別表第８第１項の表備考２に規定する誘導仕様基準をい

う。 

  ２  「モデル建物法誘導基準」とは、前項の表備考２に規定するモデル建物法誘導基

準をいう。 

  ３  「共同住宅等部分」とは、前項の表備考３に規定する共同住宅等部分をいう。  

 別表第９第５項の表備考３中「備考２」を「備考３」に改める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、別表第８第

１項並びに別表第９第２項、第３項及び第５項の改正規定並びに次項

の規定は、公布の日の翌日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の尼崎市建築物等関係事務手数料条例別表第
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８第１項並びに別表第９第２項及び第３項の規定は、前項ただし書に

規定する規定の施行の日以後の請求に係る手数料について適用し、同

日前の請求に係る手数料については、なお従前の例による。 

 

 

 

（説 明） 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）の制定

等に伴い、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第４２号  

   尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例及び尼  

崎市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条  

例について  

 尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例及び尼崎市営住

宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定

する。  

  令和５年２月２２日提出  

尼崎市長 松  本    眞  

   尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例及び尼  

崎市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条  

例  

（尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正）  

第１条 尼崎市特定公共賃貸住宅の設置及び管理に関する条例（平成７

年尼崎市条例第４７号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第３号中「第１条第３号」を「第１条第４号」に改め、同条

に次の１号を加える。  

    親族等 親族（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。）、児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定によ

り同法第６条の４に規定する里親に委託されている児童又は尼崎

市パートナーシップ宣誓制度に基づき交付されたパートナーシッ

プ宣誓書受領書を保有している者をいう。  

  第４条第２号を次のように改める。  

    自ら居住するため住宅を必要とする者で当該者と現に同居し、

又は同居しようとする当該者に係る親族等があるものであること。  

  第４条第３号中「又は同居親族」を「及びその者と現に同居し、又

は同居しようとするその者に係る親族等」に改める。  

第７条第１号中「同居親族」を「入居申込者と現に同居し、又は同

居しようとする当該入居申込者に係る親族等（配偶者（婚姻の届出を
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していないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約

者を含む。）を除く。）のうち」に改め、同条第３号中「同居親族

（入居者を含む。次号において同じ。）」を「入居申込者及び当該入

居申込者と現に同居し、又は同居しようとする当該入居申込者に係る

親族等（次号において「入居申込者等」という。）のうち」に改め、

同条第４号中「同居親族」を「入居申込者等のうち」に改め、同条第

６号中「しない」を「していない」に改める。  

（尼崎市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正）  

第２条 尼崎市営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年尼崎市条

例第２９号）の一部を次のように改正する。  

  第２条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に

次の１号を加える。  

    親族等 親族（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。）、児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定によ

り同法第６条の４に規定する里親に委託されている児童又は尼崎

市パートナーシップ宣誓制度に基づき交付されたパートナーシッ

プ宣誓書受領書を保有している者をいう。  

第６条第２号中「現に」の前に「その者と」を加え、「親族（婚姻

の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の

予約者を含む。以下同じ。）」を「その者に係る親族等」に改め、同

条第５号中「又は」を「及びその者と」に、「若しくは」を「又は」

に、「親族」を「その者に係る親族等」に改める。  

  第９条第１項第２号中「親族」を「入居申込者に係る親族等」に改

める。  

第１５条第１項中「親族以外の者」を「者以外の当該入居者に係る

親族等」に改める。  

第１６条第１項中「者は」を「当該入居者に係る親族等は」に改め、

同条第２項第１号中「親族」を「当該入居者に係る親族等」に改める。  

   付 則  
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 この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

（説 明） 

  特定公共賃貸住宅及び市営住宅の入居者資格における同居親族の定

義に里親に委託されている児童等を追加するため、条例改正が必要で

あることから、本案を提出する。  





 

 その他 
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議案第４３号 

   尼崎市土地開発公社の解散について 

尼崎市土地開発公社を解散することについて、議決を求める。 

令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市土地開発公社を解散することについて、公有地の拡大の推進

に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第２２条第１項の規定によ

り、本案を提出する。 





議 44 

議案第４４号 

   包括外部監査契約の締結について 

 包括外部監査契約を次のとおり締結するため、議決を求める。 

  令和５年２月２２日提出 

 

 尼崎市長 松  本    眞   

１ 契約の目的    包括外部監査契約に基づく監査の実施及び監査

結果に関する報告を受けること 

２ 契約の期間    令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

３ 契約の金額    １１，９６４，０００円を上限とする額 

４ 契約の方法    随意契約 

５ 費用の支払方法  業務完了後、適法な請求を受けた日から３０日

以内に一括払い 

６ 契約の相手方   芦屋市松ノ内町６番２０号 

            弁護士 重 田  和 寿 

 

 

 

（説 明） 

  中核市に義務付けられている包括外部監査を行う包括外部監査人と

の契約を締結するため、地方自治法第２５２条の３６の規定により、

本案を提出する。 
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議案第４７号 

市道路線の一部廃止について 

市道路線を次のとおり一部廃止するための議決を求める。 

令和５年２月２２日提出 

尼崎市長 松  本    眞   

１ 一部廃止しようとする路線 

路    線    名 廃     止     区     間 

穴 太 １ ０ 号 黒 川 線 
東園田町４丁目１３４―１ 

東園田町４丁目１３２―１ 

 

 

 

（説 明） 

一般の通行も無く、廃止後の処分が可能な路線 

・一 部 廃 止 路 線 ： 穴太１０号黒川線 

  以上の路線を一部廃止するため、道路法第８条第２項（同法第１０

条第３項の規定において準用する場合を含む。）の規定により、本案

を提出する。 

 


